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は じ め に
議会改革は,議 会関係規定の地方自治法改正が一段落 したことにより,
議会自身による改革の実践にその関心が移 っている。そして,そ の取組に
ついては,特 に,議会活動に住民が どのように関与するかが一つの焦点 と
なっている。そのような取組 として,請 願 ・陳情者への説明の機会の付与,
議会報告会の開催,住 民との意見交換会の実施などが主要な課題 となって
いる。
しか し,そ うした取組にも拘 らず地方議会に対する一般の評価は依然 と
して厳 しいものがあ り,議員定数及び議員報酬の減少への 「圧力」 も根強
いものがある。議員定数の上限が撤廃されたことによって,当 該議会の議
員定数を何人にすべ きは,定数減の圧力があるとはいえ,そ の議会のあ り
方に大 きく依存することになろう。それ故 に,各議会が自らのあ り方を探
究 し議論 しなければならない時期 に来ているように思われる。最近,議 会
基本条例の制定数が増加 しているが,制 定の増加傾向自体は評価すべ きで
ある。議会基本条例は,当 該 自治体における議会の役割を明示することに
その本質があると思われるので,併 せて当該議会のあ り方や方向性 を議論
することを前提にして制定されるべ きであろう。
近時の議会改革のもう一つの焦点 として,議 会の政策形成機能の強化が
問題 となっている。議会の機能のなかで,政 策形成機能については,以 前
から議論がなされていたわけではない。地方分権改革 において自治体の政
策形成の量的拡大がなされることを前提に,自 治体の政策形成の担い手 と
して執行機関だけでな く議会 もその役割 を果すことが当然視されるように
なったという状況の変化がある。それにより,政策形成を担いうる議会 と
なるように議会のあ り方を整備することが要請され,ま た,議 員にそれを
取 り組む自覚を促 しているのである。そして,議 会改革に積極的な議会の
なかには議会独自の政策サイクルを確立 して政策形成 を恒常化 させ る取組
がなされるようになった。 ところで,議 会改革の要諦は,議 会が本来有 し
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ている機能を最大限に発揮できるように,改 革を阻害 している要因を取 り
除 くとともに,機能 を発揮するための仕組 ・手法を構築 することにある。
本稿は,議 会の政策形成機能について,こ れまでの法的議論状況 を素描 し,
課題解決の取組を紹介することを目的 とする。
1議会の政策形成の意義
1地方分権改革における議会の政策形成機能の議論
(1)地方分権推進委員会第2次 勧告(1997年)
議会の政策形成機能は,第1次 地方分権改革をリー ドした地方分権推進
委員会の発足(1995年)以前の地方制度調査会答申等ではほとんど触れ ら
れることはなかった。 しか し,地方分権改革に伴って自治体の政策形成能
力の向上が問われるようになると,こ れに呼応する形で,条 例を提案する
ことができ,かつ議決する役割 を担う地方議会及び議員の政策能力の向上
ロ 　
を要請する議論が展開されるようになった。 しか し,その後 しばらくは制
度の弾力化や審議の活性化に改革の議論の重点が置かれたために,議 会の
政策形成に注目が集 まることも少 なかったといえる。もっとも,地方分権
推進委員会の第2次 勧告(以 下,第2次 勧告 とい う)は,「地方議会の活
性化」の項 目において,議 会の果たす役割 を団体の意思決定 と執行機関の
チェックであるとし,そのための具体的課題のひとつに議会の機能強化を
挙 げているが,そ のなかに 「議員 とそれを補佐する議会事務局職員の調査
能力,政 策立案能力,法 制能力等の向上 を図る…」 との文言がある。即ち,
議会が団体意思決定 という役割 を果たすためには,議 員等の能力の向上が
必要であるとし,その能力のなかに政策立案能力が示 されているのである。
また,議 会機能の強化のために,地 方自治法96条2項の条例による議決事
件の追加規定の積極的活用を要請 した。 しか し,この第2次 勧告の議会活
性化のスタンスは,長 に比 して地位が低いとされる地方議会の地位強化が
目的であって,長 への牽制 という点での機能強化である。地方 自治法96条
2項の活用は議会が 自らの判断で団体意思の決定権限を拡張することであ
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り,長 との対峙のための手段 となる。カウンターバランスを取 り戻すため
の機能強化を目指す観点から議会の態勢の不十分さを指摘 しているのであっ
て,政 策立案機能それ自体の重要性が明確 に意識されていたわけではない
のである。
(2)2005年第28次地方制度調査会 「地方の自主性 ・自律性の拡大及び地方
議会のあ り方に関する答申」
この答申では,議会の機能を 「団体意思の決定を行 う議事機関としての
く　　
機能 と,執行機関の監視 を行 う監視機関としての機能を担っている」 とし,
「団体意思の決定 を行 う前提 として,議 事機関である議会の政策形成機能
の ラ
の充実が求められている」 とする。そ して,利 害調整機能や監視機能 とと
もに 「議事機関 としての政策形成機能」の充実が図られるように議会のあ
り方を見直すべ き,と している。このあり方の見直 しの具体策のなかで,
政策形成機能の強化 に関わるものとしては,委 員会の議案提出権 を認める
こと,公聴会参考人制度の活用,事 務局の補佐機能の充実のほか専門的知
くの
見の活用,を 挙げていた。なお,こ れ ら具体策の多 くは,後 述するように,
地方自治法の改正 として実現 した。
(3)2011年総務省 「地方自治法抜本改正についての考え方」(以下,「考え
方」 という)
「考え方」 は,議 会のあ り方の見直 しを扱っている箇所で,「議会は,
団体意思の決定機関及び執行機関を監視する機関 としての役割を担 ってお
り,これらの役割を果たすために政策形成機能,多 様な住民の意思の反映,
利害の調整,住 民の意見の集約の機能を持ち,こ れらの機能を十分 に発揮
することが求められている。」 としている。このように,議 会の役割 を①
団体意思決定機関と②執行機関監視機関という二つの役割をもつとした う
えで,こ れらの役割 を果たすために,②政策形成機能⑤住民意見反映 ・集
くら　
約機能◎利害調整機能があるとする。また,「考え方」では,「議会活動が
執行機関の監視に重点が置かれ,団 体意思 を決定する機関として議会を見
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たときにその前提 となる条例立案などの政策形成について執行機関に大 き
くの
く依存 しがちになる。」 として,政 策形成への議会の関心の低 さを批判 し
ている。
(4)小括
上記の勧告や答申及び 「考え方」の該当箇所の内容からみると,議会の
政策形成機能は,議 会が団体意思決定機関としての役割を果たすための前
提 として位置づけられていることが指摘できる。 もちろん,団 体意思決定
機関 としての役割は,政 策形成機能の充実だけでは達成できるものではな
く　　
く,意見集約機能や利害調整機能も同 じく十全に作用 しなければならない。
議会の政策形成機能といっても,自治体の政策形成は議会だけではなく
執行機関 も担 っているのであ り,「考 え方」 もいうように,政 策形成のほ
とんどが 「執行機関に依存 している」ことは言うまでもないだろう。これ
を前提にすると,議 会の政策形成 を問題にするとき,その典型は議員提案
の政策条例の立案であろうが,条 例提案権は長にもあるので,議 会が自ら
政策形成 しな くても長提案の条例案で も問題 はない。要するに,政 策形成
即 ち当該 自治体の諸政策について立案する場合,行 政各分野の専門的知見
が必要であるため,立 案は議会 よりも執行機関に委ねるべきである,と の
通念が支配 して きたのである。 このことは,政 策形成 について議会側が
少な くとも以前は 消極的であったことを裏付けているように思 う。
しか し,そ うであるとすると,上記の答 申等が議会の政策形成機能の充
実を求めている理由は何か。答申等によれば,政 策形成機能の充実は,議
会が当該団体の意思決定機関であ りその役割 を果たすためである,と い う。
こうした点を強調するのは,政策形成に議会が正面から取 り組んでこなかっ
たことが意思決定機関として役割を果たし得ていない一因とみているため
であろう。これは,後 に検討するように,議 会が本来的には政策等 を立法
化すべ き立法機関としての役割があるのに,議員にはその意識が希薄であっ
たことを示す ものといえる。
ちなみに,筆 者は,議 会が団体意思決定機関であることの意味内容を次
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のように考 えている。即 ち,自 治体統治構造 における首長制原理の下では,
議事機関としての議会と執行機関としての長との,い わば機関分立が基本
であ り,それゆえ,議 会が担 う議事機関性 を自治体統治作用における立法
を主 として担う機関と捉 えることが妥当であると思 う。要するに,地 方議
く　ラ
会は当然に本来的立法機関 として位置づけられなければならない。この よ
うに,筆者は議会を本来的立法機関 と位置づけるべ きと考えているが,現
行の地方 自治法制にはそのことが十分に反映されていないとみてきた。もっ
とも,近 時の法改正や改革動向のなかにはそうした位置づけに沿った もの
もある。それは,例 えば前記の地方自治法96条2項の活用の推進や同法
179条の専決処分の改正に表れているように思 う。
このような議会の位置づけに 「政策形成機能の充実」の提唱 も関係する
もの と解すべ きであろう。つま り,以下に述べる政策形成機能を充実させ
るための法的整備は,立 法機関性の確立に向けた動 きとして評価できると
思われる。 しか し他方で,後 に論ずるように,政策形成に対 してそれを阻
害する法状況が依然 としてあるように思われるのである。そうした問題点
を克服する努力が必要となる。
2議会の政策形成機能の法的整備
(1)政策形成に関する地方自治法規定の整備
後に述べ るように,議 会の政策形成のあ り様 は種々である。以下では,
地方自治法の政策形成 に関係する規定を簡単 に整理 してお く。
議会に関する近時の自治法改正動向は,議 会の機能強化を主要な目的 と
して きた。議会機能のうち政策形成機能に関わる規定 としてまず挙げられ
るのは,議 員の議案提案権 を認める112条である。本条 は,1999年の改正
により,議案提案要件が,議 員総数の8分 の1以 上の賛成か ら12分の1以
上に緩和 された(ll2条2項)。また,2006年の改正で議案提案権が議員の
ほかに委員会にも付与 されることとなった(109条7項,109条の2第5項,
llO条5項)が,その実務的意義は大きいであろう。地方議会は,小 規模
議会を除いて委員会主義をとってお り,議員間討議 も委員会でなされるこ
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とが多いのであって,委 員会が条例を提案する素地は大いにあるといえる
からである。
なお,改 正ではないが96条2項に基づ く条例 による議決事件の追加を活
用することが,第2次 勧告によって強調 された。これを受けて,議 決事件
を追加する動 きが活発 となったが,特 に総合計画等の当該自治体にとって
重要な計画を議決対象 に加える議会が増加 した。
次に,政 策形成を支援する内容 を持つ法改正について述べてお く。議員
の調査研究のために必要な経費の一部 として,議 員又は会派に対 して政務
調査費を交付で きることが2000年の改正で制度化された。但 し,政務調査
費は,2012年改正で 「政務活動費」に改められ,交 付 目的も 「議員の調杢
研究その他の活動に資するため」 となった。また,2002年改正で議案審査
や事務調査等のための議員派遣制度が制定された(100条13項)が,これ
も政策形成 に資するための制度 とみて よいであろう。さらに,2006年改正
によって,議案審査や自治体の事務調査に関して専門的な知見が必要 となっ
た場合,議 会が外部の専 門家等に係 る事項 に関する調杢 をさせることがで
きるようになった(100条の2)。ところで,2012年の改正で通年議会の選
択的導入がなされた。この目的は主に弾力的な議会開催であるので,直 接
的に政策形成につながるとはいえないが,通 年議会によって会期制よりも
十分な審議時間が確保できることになれば,政 策形成 を行うことにプラス
に働 くと思われる。
(2)政策形成機能の向上のための議会の取組
(a)議会の政策形成の手法
政策形成 に積極的であるとされる会津若松市議会は,そ の議会基本条例
11条で 「議会は,市 の政策水準の向上を図るため,政 策立案機能の強化に
努め,も って条例の提案,議 案の修正,決 議等の政策提案を行 うとともに,
市長等 に対 し,政 策提言 を行 う。」 と定めている。この条文は,議 会を政
策立案の機関と位置づけてお り,議会か らの政策提案 として,条例,議 案
修正,決 議 を列記するとともに,議 会か らの市長への政策提言 も加 えてい
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り　
る。これらの ものが一般 に手法 として挙げられるが,さ らにいえば,政 策
が実行された後の政策評価 も政策形成手法 に含まれるだろう。なお,政 策
形成手法については後述する。
(b)論点情報の形成
議会基本条例では,議 会が重要な計画や政策を審議するために,そ の政
策に関する情報を執行機関から提供を受けることを明記 しているものが多
い。これは,栗 山町議会基本条例6条 が,町 長が議会に政策等を提案する
際に政策の決定過程 を説明するように努めるとともに,政 策等の内容のみ
ならず他の自治体 との比較や財政上の措置などの情報 を提供するもの とし,
議会はこれらの情報 を元に政策等の論点争点を明確にして執行後の評価に
役立つ ように審議することに努める,と定めたことを噛矢とする。その後,
制定された議会基本条例では,議 会が審議のための論点情報を形成するた
めに,執行機関に対 して議会側から説明を要求するという規定の仕方になっ
てお り,またその対象 も予算や決算にも及んでいる。論点情報の形成は,
効率的な議会審議のために論点の明確化 を目指す とともに,ど のような審
議 を行ったうえで議会が議決 したかを住民 に説明するための前提 となって
いるのである。
(c)政策形成機能の強化のための議会内組織の設置
議会機能の強化のために,議 会基本条例 において議会が独自に議会内部
く　の
の組織を設置することがある。こうした内部組織について,三 重県議会基
本条例を参考にして想定で きる組織形態 をみてお く。
① 附属機関の設置
三重県議会基本条例12条は,「議会活動に関 し,審査,諮 問,調 査が必
要であると判断された場合に,別 に条例で定めるところにより,附属機関
を設置することができる。」 と定めている。これは,個 別具体的な案件 と
は関係な く,今後の議会の意思形成のために専門的な調査等が必要となる
場合に設置 されるもので,そ の構戒 員は外部の学識経験者等を想定 してい
るものである。
②調査機関の設置
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三重県議会基本条例13条1項は 「県政の課題に関する調査のために必要
があると認めるときは,議 決により,学識経験 を有する者等で構戒 する調
査機関を設置することができる。」 と定める。これは,前 記の 「専門的知
見の活用」(地方自治法100条の2)の 一形態 とみることがで きるが,100
条の2で 必要な議決 を要するものではないとされている。この条項は,県
政課題の調査 を行 うことによりその結果 を政策形成に結び付けることを想
定 したものである。
③政策検討会等の設置
三重県議会基本条例14条は,前 条の場合 と同様に県政課題の調査のため
に,議員によって構成 された検討会等の設置 を認めるものである。本条の
規定は,検 討会等が議員間討議 を交えつつ調査 をすることで,議 会独自の
政策に結び付 けてい くことが想定されている。なお,本 条に基いて,三 重
県議会は,平 成19年に 「政策検討会議」 を設置 している。
こうした議員によって構成 される政策形成のための検討会等の設置は,
多 くの議会基本条例で規定されている。例えば,最近制定された宝塚市議
会基本条例ll条は,「議会は,市 政 に関す る重要な政策及び課題に対 し,
議会 として共通認識の醸成を図 り,合意形成 に資するとともに,条例案の
策定や市長に対する政策提言等 を行うため,政 策研究会を置 くことがで き
る。」 と定めている。また,議 会基本条例 を有 していない議会においても,
こうした政策検討会 を要綱等で設置 しているものがある。例えば,大 津市
議会は,後 述するように要綱に基づいて政策検討会議 を設置 している。
(d)執行機関の立案する政策形成過程への議会の関与
湯河原町議会基本条例6条1項 は,「町長等は,総 合計画,公 共事業計
画その他重要な政策 を決定 しようとするときは,あ らかじめ議会又は議員
の意見 を聴 くように努めなければならない。」 としているが,こ れは,議
会の議決対象となっていない政策等の形成過程にも議会が関与することを
認めた規定として注 目される。
(e)その他
政策形成機能に関する議会基本条例の規定内容で上記以外のものでは,
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まず第1に,会 派に関する規定 を挙げることがで きる。地方自治法では会
派の定義や内容について定めがないので,ほ とんどの議会基本条例 におい
て会派についての規定が置かれている。その場合,会 派を議会の政策形成
と関連づけて定められることが多い。例えば,会 津若松市議会基本条例4
条3項 は 「会派は,政 策決定,政 策提言,政 策立案等 に際 して,会 派間で
調整を行い,合 意形成に努めるもの とする。」 と定めている。 これは,会
派を議会内の政策形成主体 として位置づけるとともに,会 派が活動主体 と
ロの
なって政策の効果的な合意形成が図 られることを狙いとしている。他の議
会基本条例の会派に関する規定 も同様の内容 となっている。
第2に,議 会基本条例 には審議 を充実する方策 として議員間討議 を実施
することが記されている。多 くの場合,委 員会での議員間討議が想定され
ているであろうが,執 行機関の出席があると議員だけの議論は実際には難
しい とされている。そこで議員間討議の対象 として期待 されるのが,議 会
独 自で行 う政策形成 に関する審議であろう。
第3に,議 会事務局の充実に関する定めである。議会機能を高めるため
に議会事務局の充実強化は繰 り返 し提起 されてきたところである。近時制
定された議会基本条例 における議会事務局の定めでは,議 会事務局機能の
強化目的を議会及び議員の政策立案機能 を高めるための方途 として明記す
る傾向がみられるようになった。例 えば,三 田市議会基本条例23条は,議
会事務局の充実強化 について定めているが,そ の1項 で 「議会は,議 会及
び議員の政策立案能力 を高めるため,議 会事務局の法務及び財務など市政
に関する調査機能の強化に努めるものとする。」 としている。議会側が政
策を提案 し条例化 してい くうえで,事 務局 に法務に精通した職員がいるこ
とが望ましい。そこで同条2項 は 「議長は,議 会運営 に加え,議 会の政策
立案等に資する職員 を議会事務局の職員 として出向させるよう市長に要請
するもの とす る。」 と定めて,政 策の企画 に精通 した職員の確保を議会か
く　　ラ
ら要請できることを規定 している。 ところで,小 規模議会においては,政
策法務に精通 した職員 を自らの事務局に置 くことは難 しいため,こ うした
職員について機関の共同設置の手法を用いることが検討されてよいであろ
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(13)
つQ
3政策形成の手法
議会における政策形成には,上 記の ように,様 々な手法 ・手段がある。
これについて若干の整理をしてお くことにしたい。
一般に議会の政策形成が語 られる場合,それは 「政策条例の制定」を念
頭 に置いているであろう。また,執 行機関に対する 「政策提言」 も政策形
成として重要である。政策提言は,あ る政策についての議会 としての条例
化が難 しい場合に,解 決すべ き課題 とその対応策を議会で議論 し,その結
果を執行機関に伝えて執行機関での条例化等 を要請 してい くことである。
この 「政策提言」 と 「政策条例の制定」 を併せて狭義の政策形成 と位置づ
けることがで きる。狭義の政策形成は,当該政策について議会が主導的な
役割を担 うとい う点で共通 している。
これに対 して,広 義の政策形成 として説明で きる手法として,① 首長提
案議案の修正②総合計画等重要計画への関与③政策に関する決議や意見書
の提出(地 方自治法99条)を挙げることができる。 これらの手法は,当 該
政策に対 して議会が主導的役割 を果たす とはいえないものの,強 い関心を
示すことで政策に関与 していくことで共通点をもつ といえる。以下では,
① と②について論 じてお く。
まず,① は,首 長提案議案に対 して単に可否だけを議決するのではなく,
議案を修正することによって,修 正内容 を議会内で検討審議することを通
じて議案に関与することとなる。法的観点からすると,議会が議案 を修正
しうる範囲が問題 となる。一般論 として,議 案には副知事 ・副市長村長の
選任同意議案のように修正にそぐわないものや予算の増額修正のように一
定の制約があるものを除いて,議 案の修正は原則的に認められるもの と解
されている。従って,問 題は修正がで きる範囲であるが,こ れについて定
説があるとはいえないものの,首 長の提案権 を侵害 しない限 りで可能であ
くユの
るとされている。 この点 につ き,実務では,「条理上は,原 案に全 く関係
のない修正あるいは原案の趣旨 ・目的を全 く否定するような内容は修正に
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は な じまない」 とい う限界 はある と しつ つ も,法 令 に反 しない限 り,制 限
くユの
を受けない,と い う考 えが示 されている。
首長提案の政策に関わる議案 を議会が修正することの意義は,修 正 とい
う形で当該議案に対 して議会が立法機関としての役割 を果たすことである。
確かに,議 案の修正は議会が主導的に当該政策を立案 したわけではないが,
修正を通 じて議会の考 えを政策に盛 り込むことであって,広 く肯定される
べ きであろう。上記の実務で示 された修正の限界を超える場合は,実 質的
に議案の否決とみなすべ きものであ り提案権の侵害 といえようが,修 正権
の範囲は広汎に捉えるべ きであろう。
② の総合計画を含む当該自治体の主要な計画について議会が関与するこ
とは,地 方自治法96条2項に基づ く条例によって議決事項にこれらの計画
を加えることであり,近時そうした議会が増 えている。議会は団体意思決
定機関であるか ら,総合計画の策定に関与することは当然認められるべ き
である。総合計画は当該自治体全般に係る政策及び施策の基本的方向性を
体系的総合的に示す計画であるため,こ れに議会が関与することは,政 策
形成の手法 として重要なものと位置づけられるべ きである。 しかし,総合
計画を議決対象に加えることについては,首 長サイ ドからの反発 を招 くこ
とがある。総合計画は,一 般的には首長に原案作成権限があると考 えられ
ているが,そ の場合でも議会が同法96条2項で議決対象にとした以上,議
会は総合計画の策定 に広 く関与できると考える。また,計 画策定過程の ど
くユの
の段階にどのように関与するかは,明 確に規範化 してお くべ きであろう。
II議会の政策形成に関する法的課題
1政策形成の法的整備の視点
1でみた議会の政策形成機能を強化 ・向上させる近時の取組は目覚まし
いものがある。この取組は,議 会は監視機関としての位置づけのみならず
政策形成機関としても位置付けられるべ きという意欲の表れ とみるべ きで
ある。 しか し,議会の政策形成については,法 実務的な検討が十分 になさ
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れて いる とはい えない。
(1)政策形成と地方 自治法規定
地方 自治法は,現在議論されているところの議会における政策形成を当
初か ら想定 していたわけではない。確かに,議 案提案権は同法ll2条1項
によって議員に認められている。前述のように,近 時,委 員会にも付与さ
れた。これに加えて,議 会が政策形成する場合に必要な支援の仕組も整備
されてきた。そ もそも地方自治法の議会関係規定は,執 行機関との関
係 を除くと 議会の構成 とその議事運営 を中心に構成されているとい う
ことができる。言い換 えると,同法の議会関係規定群は,会 議体 としての
議会の運営の仕組 とそれに議員等が どのように関係づけられるのかを,権
限あるいは権利義務 として定めていると捉えることができる。このような
規定上の性格がある限 り,政策形成機能の問題 も,地方自治法においては
権限等に集約されてしまうことになる。 しか し,政策形成は動態的なもの
であるので,そ の内容が諸権限に還元で きるものではない。そのため,政
策形成機能に対する法的整備を地方自治法のみに委ねることは困難なので
ある。従って,議 会 を政策主体 として位置づけ,政策 に関する議会活動を
政策形成活動と捉えるならば,そ のための法的整備は各自治体の独 自の取
くユフ　
組に求めざるをえない。
(2)議会の政策立案 に関するこれまでの議論の整理
議会の政策立案をめ ぐる従来の議論 としては,地 方自治法ll2条の議員
の議案提案権即 ち発案権 を前提に,長 の議案提案権(149条1号)との関
係か ら,議会側が議案提出することがで きる範囲の議論が主たる関心を集
めて きた。即ち,実務 において,提 案が議会に専属すると考えられる議案
と長に専属すると考えられる議案がそれぞれあることが指摘され,そ れ以
外 は双方に提案権があるとするものである。長に専属するものについては,
予算のように地方 自治法の明文に定め られているもののほかに,明 文の規
定はないが長 に専属することが法文上推測 されるものがあるとして,①
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「長が議会の議決 を経て定める」 としている場合 と,② 「長が条例で～す
くユ　　
る」 としている場合がある,と する考えが示 されている。①の例 としては,
市町村の区域 に新たに生 じた土地の確認 について,「市町村長は,当 該市
町村の議決を経てその旨を確認 し…」 と定める同法9条 の5第1項 が挙げ
られる。②の例 としては,長 の権限に属する事務の分掌のために必要な内
部組織の設置 について,「普通地方公共団体の長は,…(中 略)… 当該普
通地方公共団体の長の直近下位の内部組織の設置及びその分掌する事務に
ついては,条 例で定めるものとする。」 と定める同法158条1項が挙げられ
る。
しか し,こ うした規定の仕方 を目安 として当該条例 に関する提案権が専
属するかどうかを判断することは妥当であろうか。立法者が提案権 まで考
慮 したうえでかかる規定文言にしたのかは定かでない。条例の提案権を専
属 させる明文の定めがない以上,原 則的には議会側 と長の双方に提案権が
あることを前提にすべ きである。その うえで当該事項の性質や内容 をみて
判断することになろう。例えば,議 会に関わる事項について,議 会の内部
組織に関する事項 例 えば委員会について は,議 会の自律権の対象
といえるので,議 会側 に当該事項の条例の提案権が専属するのである。提
案権の問題 に関連 して,議 会が議案をどの範囲で修正できるかという問題
も議論されて きた。 この点については,既 に,1の3で 述べたとお りであ
る。
以上の問題に関係する紛争 として,近 時の名古屋市会と同市長の間での
中期戦略 ビジョン(総合計画)再 議決事件及び議員提案で制定 された公開
事業審査実施条例再議決事件についての名古屋地裁平成24年1月29日判決
く　　　
がある。後者では,市 長側が,事 務事業審査の実施事務は地方 自治法148
条及び同149条9号により長の専属的権限に属するものであるか ら議会が
条例制定することはできず,当 該議決は議会の権限を超 えている,と 主張
したが,名 古屋地裁は,本 条例対象事務は地域の事務であって,議 会によ
る条例の制定は可能である,と した。また,前 者では,総 合計画が議会が
制定 した議決条例によって議決事項になり,議会が同計画案を修正をした
330(桃山法学 第23号'14)
ことが争われたが,名 古屋地裁は,当 該議決条例の規定内容に従い本件総
合計画の議案提案権は長にあるとしたものの,議 会は総合計画案の修正が
できるとし,た だそれには限界があ り,無制約な修正や総合計画の基本的
方向を変更するような修正は許 されない,と 判示 した。
以上のように,こ れまでの議会の政策立案 をめ ぐる法的議論は,議 案の
提案権や修正権の議論あるいは後 にみることになる予算措置 との関係の議
論 に終始 して きた状況 にあ り,政策形成そのものの法的議論はまだ緒につ
いたところである。
(3)議員提案政策条例の法的整備の視点
以上のような議会の政策形成に対する法状況を踏まえて,政 策形成を展
開 してい くうえでその支えとなる法的整備 について検討すべ き視点を政策
形成の手法 としての典型である議員提案政策条例を念頭に提示 してお きた
い ○
視点の一つ目は,執行機関との関係である。議員提案条例であって も議
会は執行 を担わないのであるから,そ の条例 を執行することになる執行機
関との関係 を無視することはできない。つまり,執行機関は当該条例の執
行の責任 を負うのであるか ら,そのための執行機関の見解を条例制定過程
のなかで表明させる必要が出て くるのである。
視点の二つ目は,住 民との関係である。議会改革において住民 と議会 と
の連携をどう構築 してい くかは重要な課題であるが,議 会の政策形成のプ
ロセスにおいて,と りわけ議員提案条例制定のプロセスにおいて,住 民の
参画を求めることは議員提案条例の重要な要素と考えられる。けだ し,長
の提案の条例案については議会が住民代表 として審議 し議決することで民
主的正統性が付与 されることになるが,議 員提案条例では条例案作成か ら
議会提案 ・審議を経て議決に至るまで議員のみでなされるため,か かる民
主的正統性の面か らチェックするのは結局住民になるからである。
視点の三つ目は,二 つ目の視点とも関係すると思 うが,議 会内の政策形
成過程をどのように 「公 開」するかである。いわば政策形成過程の透明化
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の確保である。確かに,議会の特性が公開による審議 と決定であることは
言うまでもない。委員会を含む議会審議の状況の公開は,ネ ット配信 を実
施する議会が増加 していることからも明 らかなように,か なりの進展がみ
られる。 しか し,こ こで問題 となるのは,議 員提案条例が議案 として提案
される前の段階,つ まり政策立案段階での 「見える化」のことである。こ
の点は,二 つ目の視点である住民参画 とともに正統性 を担保する視点か ら
不可欠の要素といえるであろう。
以上の政策形成をめぐる法整備 についての三つの視点,即 ち,(a)執行機
関との関係,(b)住民の参画,(c)政策形成過程の透明化,を 提示 した理由で
あるが,ま ず(a)については,二元代表制の下での議会 と長のチェックアン
ドバランスを図るためには,議員提案政策条例の立案段階で長からのチェッ
クを必要 とすると考えられるからである。 また,(b)と(c)については,条 例
の民主的正統性の観点からそれらが必要 と思われるからである。
さて,こ れらの視点については,具 体的事例 に即 して,検 討を進めるこ
とにしたい。具体的事例 として取 り上げるのは,大津市議会の議員提案条
例 として2013年に制定公布された 『大津市子 どものいじめの防止に関する
条例』(以下,い じめ防止条例 という)で ある。い じめ防止条例は,周 知
のように,同 市の中学生が2011年にい じめが原因で自殺 したとされる事態
をうけて同市議会が条例の制定 を検討 してきた ものである。また,い じめ
の防止 という明確な所管部局を特定で きない事項について,議 会が率先 し
て条例化 を主導 したことで注 目されたのであるが,こ こでい じめ防止条例
を取 り上げたのは,前 記の三つの視点の議論 にとって有益な示唆 を与えて
くれると思料 したからである。
い じめ防止条例の内容の概略は以下のとお りである。まず,子 どもに対
するいじめの防止に係 る基本概念 を定め,市,学 校,保 護者,市 民及び事
業者の責務や子 どもの役割を明らかにして,い じめの防止に関する施設の
基本事項 を定めることにより,子 どもが安心 して生活 し学ぶことがで きる
環境をつ くることを目的 としている(第1条)。 この目的の実現のために
「いじめを許さない文化 と風土づ くり」 と 「いじめを防止 して解決するし
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くみ」を構築 するとしている。後者の仕組 としては,い じめの予防 ・防止
体制 として,相 談調査専門員などの相談体制 を整備 し(第12条),また,
い じめの早期の解決のための体制 として,市 長の附属機関の性格を持つ
「大津の子どもをい じめから守る委員会」を設置 して(第14条),具体的な
い じめ事案 について必要な調査 ・調整を行 うとともに,市 長に対 して提言
を行うこともで きるとしている。また第13条では,目 的達成のための財政
的措置を講ずることを市に要請 している。
ところで,大 津市議会は,政 策立案を目指 して具体的な調査研究を行 う
「政策検討会議」 という合議体 を独 自の要綱で設置 している(大 津市議会
政策検討会議要綱第1条)。い じめ防止条例 も政策検討会議で条例案が検
討 ・作成 されたのである。なお,こ の会議は,常 設ではなく 「会派から条
例づ くり等の政策提案 を行う場合は,議 会運営委員会の協議を経て,賛 同
の得 られたものについて」設置する,と している(1条1項)。 つま り,
条例の政策立案については,会 派から提案のあった政策のうち議会運営委
員会で賛同が得 られた場合に政策検討会議が設置され,同 会議で調査研究
され条例案が作成 される。その後,条 例案 については議会運営委員会に報
告 されその承諾を受けた後,本 会議に上程 されるという経緯になる。政策
立案の 「場」として,こ うした検討会議が設けられる傾向にあることは既
にみたところであるが,大 津市議会の設置要綱では政策検討会議に関係者
を呼ぶことがで き,また政策ア ドバイザー制度の活用の規定を設けている
(6条1項)こ とが注目される。
(a)執行機関との関係
執行機関は政策条例の議決後それを実施する責任があ り,いわゆる理念
条例でない限 り,実施のための何 らかの財政的措置 も必要となる。また,
執行機関からすれば,議 員提案条例が十分な法制面での検討を踏 まえてい
ないまま実施されるのではないかとい う不安が拭いきれない。要するに,
合法性が担保されていることについての懸念 といってよいが,確 かに,一
般的には議会における条文の文言などの法制上の検討が執行機関における
く　の
場合 と同等の能力の下でなされうるとは言い難いであろう。以上のことか
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ら,執行機関 も議会の条例立案の段階で関与する必要性があるように思わ
れる。この点について,大 津市議会政策検討会議設置要綱6条1項 は,必
要に応 じて執行部からの助言を求める,と している。
筆者はこうした意見聴取の条項 よりも政策立案過程 に執行機関(特 に首
長)の 意見表明の機会を保障する仕組を設けるべ きであると考える。この
点で,二 元代表制の下ではできるだけ執行機関が立案段階で関与 しないこ
とが望ましいといえるかもしれない。 しかし,二元代表制の下では議会に
対する執行機関たる長からのチェックの仕組 を確保する必要があると思わ
れ,議 会が形成 しつつある当該政策条例案 について長が執行面や財政面で
意見表明することは,長 の議会に対するチェック機能を果たす ものとして
位置づけられる。 もちろん,議 会が独自で条例立案することについて,議
会事務局に法務担当者 を置 くことや外部の専門家のア ドバイスを得 るなど
ゆラ
のサポー ト体制を進めてい く必要がある。 しか し,そ うした体制整備が難
しい状況では執行機関の有する行政資源の活用 も必要な場合があろう。但
し,このように政策立案において行政機関が関与する場合には,それがオー
プンな形でなされることが政策立案の正統性の確保にとって必要である。
そ してそのためには,後 に述べるように,政 策検討会議 といった政策形成
のための議会内組織の活動が公開されねばならないだろう。
(b)住民の参画の保障
政策立案の段階における住民の関わりが模索されている。この点,会 津
く　の
若松市議会の対応を参考 にして考 えると,政策のサイクルにおける 「問題
発見 ・課題設定」の段階での住民参画の取組 として請願や議会報告会があ
り,それらによって住民か ら要望等が議会 にインプットされることになる。
次 に,条例の作成に向けた調査検討段階でも,住民説明会等で住民の意見
を聴 くことが考えられる。さらに,条 例案が作成された後,議 会への上程
の前に当該条例案に対 してパブリックコメントを実施することも重要であ
る。このように政策形成の各段階で住民 と接点をもつことが当該政策条例
の民主的正統性を担保することになる。 ここでは,議 会が条例立案の過程
で主導的役割を果たしつつ,住 民 と協働 して条例を立案 していく方向が志
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向されている。筆者は,議 員提案条例においては議員の立案における主導
性 を認めるべ きであると考えている。つ まり,条例内容の作成を議員 と住
民が対等の立場で作 り上げるという意味での協働ではな く,住民の意向を
踏まえながらも議員が条例の原案をつ くり,それをさらに住民に提示する
というプロセスを構築すべ きであると思 う。なぜなら,住民には立案プロ
セス全体 を通 じて議員の立案活動への監視機能を果たすべきであると考え
るか らである。なお,大 津市議会政策検討会議は,公 開にしていない もの
の,必 要に応 じて市民等の参考人招致,公 聴会の開催 を図る,と している
(設置要綱6条1項)。
(c)政策形成における透明性の確保
政策形成,と りわけ条例立案の過程では透明性の確保が課題 となる。大
津市議会政策検討会議 は要綱をみるか ぎり公開性の保障はない。地方自治
法で法定 された議会組織以外のこうした議会内組織が公開性を義務付 けら
れるものではないが,政 策形成の 「場」が一般的に非公開でなければなら
く　ヨラ
ない理由はない。奈良県議会政策検討会議は原則公開としている。議員の
なかには,政 策形成 も様 々であるか ら政策立案の段階では公開を制限 して
議員の自由な討議に委ねるべきとの声 もあろう。 しかし,政策形成の 「場」
が原則的に住民に公開されることこそが議会と住民 との関係構築 には必要
であるし,その立案内容の正統性が担保 されるのである。
2議員提案政策条例に伴 う法的問題
以下では,議 員提案の政策条例 を取 り巻 く法状況のなかで,同 条例の制
定を阻害すると思われる法的問題 を取 り上げて検討 してみたい。
(1)予算 を伴 う条例の制定
予算を伴わない条例,例 えばいわゆる理念条例を議員提案で制定するこ
とは多いが,予 算を伴 う条例の提案について,議 会は抑制的であると言わ
れて きた。そのひとつの理由として,議 員のなかに,予 算編成権 と予算執
行権が長にあるのだから,予算 を伴う条例 を提案することは予算編成権を
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侵害することになる,と 考えるものがいることが挙げられる。 しか し,予
算の増額修正が一定の限界があるとはいえ可能であること,さ らには当該
条例の執行 に係る経費が予算計上されていな くても予備費か らの支出の方
途もあることか ら,こ うした考えは妥当ではない。
もう一つの理由として以前から主張 されてきたのは,地 方自治法222条
1項に 「普通地方公共団体の長は,条 例その他議会の議決を要すべ き案件
があ らたに予算を伴 うこととなるものであるときは,必 要な予算上の措置
が適確に講ぜ られる見込みが得 られるまでの間は,こ れを議会に提出 して
はならない。」 と定められていることに関 して,1957年9月25日の行政実
例(自 丁行発第159号)が,「議会が予算 を伴 うような条例その他の案件を
提 出する場合 において も」地方 自治法222条1項の規定の趣旨に則って,
予め長 と連絡を図って財源の見透 し等意見の調整をすることが適当である,
としていることに拠る。これを受けて,同 法の注釈書 においても予め執行
く　　　
機関 と連絡のうえ財源の見透 しを得る必要がある,と するものがある。 し
か し,この行政実例 においても,予算を伴 う条例を議会が提案できること
は認めているのであって,そ のうえでその場合には予め首長側 との調整を
図るべ きとしているにすぎない。つまり,この行政実例 をもって予算を伴
う議員提案条例が制定 し得ないとするのは全 くの誤 りであ り,また,首 長
との調整が仮に不調 に終わったとして も,議員がかかる条例を提案 し議会
く　ヨ　
が議決できることに疑い余地はない。
ちなみに,議 員の議案提案権が法制化 されたのは,1929年(昭和4年)
の府県制市制町村制改正である(府 県制57条の2,市 制57条の2,町 村制
53条の2)。但 し,「歳入豫算二付テハ此ノ限二在ラス」 とされて,議 員の
提案権から歳入歳出予算は除外 されていた。 しか し,当時の入江俊郎法制
局参事官は,予 算に密接 に関係する議案であっても予算 自体の提案でない
限 り,議員は提案できるとした。その例 として,莫 大な積立金の設置の議
案であっても提案できる,と いう。入江氏の考えでは,か かる議案 を権限
逸脱の行為 として取 り扱 うことはで きない,と する。仮 に,こ の議決を違
法とするのであれば理事機関には再議等が認められているのであるから,
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もしそうした救済手段 を講 じないのであれば,理 事機関は議決機関の議決
を執行すべ き法律上の義務があると解さなければならない,と する。つま
り,再議に付すなどの手段に出ないのであれば,必 要な予算を計上 して議
会に付議すべきである,と い(26)。入江氏の主張の背景 には,地方議会は団
体意思決定機関なのであって,団 体の自治行政の根本方針の決定機関であ
るとの前提的認識がある。即ち,「地方議會 は地方團膿の意思決定機關で
ある。地方團膿が其の個性 と特色 とに従て其の事務を運用するに當つては,
先づ第一に何 を如何 に経螢すべ きかの方針 を樹立せねばならない。地方議
會 は即ち其の方針樹立の機關なのである。」「…自治團膿の意思機關として
は普通選塁 に依 り選任せられ,住 民の意思 を反映 し,住民全膿の縮圖 とも
云ふ可 き地方議會が存する以上は,自 治團膿活動の根本方針の決定は宜 し
く　の
く其の地方議會の灌限に属せ しむ可 く,…」 とする。こうした入江氏の地
方議会に対する認識は,地 方議会に付与 されることとなった発案権 を意識
したものであるが,現 在 においても何 ら遜色 ない ものとして評価すべ きで
ある。
以上から,議員が予算 を伴 う政策条例 を提案することは法的に問題ない
のであるが,現 実には,立 案段階で条例制定後の条例執行について必要 と
なる予算措置につ き執行機関との調整が図られることになる。その意味で,
大津市のい じめ防止条例13条が市の財政的措置を明記 していることはこの
調整についての現実的対応 といえるだろう。
(2)議員提案条例 と附属機関の設置の可否
前述 したように,実務 において,議 案提案権については長に専属するも
のと議会側 に専属するものがあると認識 されているのであるが,そ れ以外
は,双 方が提案権を持つことが原則である。本稿でこの点を問題 とするの
は,前 記の大津市いじめ防止条例14条が 「大津市子 どもをい じめから守る
委員会」 を市長の附属機関 として設置 したことである。一般化 していえば,
議員提案条例 において長の内部組織について定めることは,内部組織に関
する条例(地 方自治法158条1項)についての長の提案権を侵害すること
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になるのではないか,と いう問題 についてである。 この問題については,
まず,長 の内部組織の編成権についてみておかねばならない。
この点について,稲 葉馨教授は,首 長部局 についての組織編成権 を検討
するうえで,ま ず,二 元代表制の下では長 も議会 と同様の民主主義的正統
性 を有するので,「…当然に,行 政組織編成権の議会への原則的帰属 を語
ることはできない。」 として,「自治組織権のあ り方 として,一 般的に自治
体組織条例主義を採用することは,長 の行政組織編成権 を否定するもの と
して,民 主主義的観点からも問題がないとはいえない点に留意 しなければ
く　　　
ならない。」 とする。 ここで述べ られている自治体の行政組織編成権の議
論 は,そ れがそ もそも条例制定の対象 となるのか 言い換えると議会の
議決権限になるのか,そ れとも長の自律的な編成権限なのか,と い う
ことである。そのうえで,稲 葉教授 は,長 の組織編成権が現行法上は否定
で きず,「長の組織編成権から出発 して,例 外的に条例所管事項が法定さ
く　　　
れていると見 ることも全 く不可能ではなかろう。」 とし,か かる条例所管
事項 として,首 長の所掌事務に係 る第一次的分掌組織が地方自治法158条
により法定 されている,と の見方を示 している。なお,同 法158条により
条例事項 となったとしても,既 に述べたように,当該条例の提案権が長に
専属するとされていることは,稲 葉教授 も肯定的に紹介している。
このような論理の下では,長 の内部(行 政)組 織について,議 員にこれ
に関する条例の提案権 を有するとみることはで きないであろう。しか し,
ここでいう長の内部(行 政)組 織 とは,長 の所管事務 を分掌させるための
組織であって,長 の指揮命令に服する補助機関か ら組成されている組織を
指す,と 解するべ きであろう。また,補 助機関ではない諮問機関のような
附属機関については地方 自治法138条の4第3項 により附属機関条例主義
が定められているが,同 項 は,「長は条例 により定める」 という文言形式
ではない。こうした附属機関が一般的に住民等行政外部の者から構成され
ることからもわかるように,行 政の民主化の観点がその導入目的であ り,
条例主義に して議会の関与を認めたことからすると,附属機関にまで長に
提案権が専属するとみるのは大いに疑問である。即ち,こ の場合は原則に
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立ち返 り,議会側 と長の双方に提案権があるとみてよいであろう。そうす
ると,附属機関たる 「大津市子 どもをいじめから守る委員会」の設置の根
拠 を議員提案条例で置いたことは,長 の提案権を侵害 したことにはならな
いであろう。
まとめにかえて
本稿では,議 会が政策形成について,と りわけ政策条例を積極的に制定
することについての法環境をどのように整備すべ きかを議論 した。具体的
には,政 策形成を動態的に捉えて立案過程 において考慮すべ き視点を提示
し,そ の分析対象を議会内の組織 に絞った形で検討 してきた。政策形成機
能を向上 させることは,団 体意思決定機関たる地方議会を二元代表制の下
での本来の位置づけに近づけることにつながるものと評価 したい。
筆者は,二 元代表制の下で議会は本来的立法機関であると主張 して きた
が,立 法機関性が法制度的には導出されるとしても,これまではその実質
が伴 わない状況にあったといわざるをえない。議会機能強化の要請もそ う
した状況 を踏まえたものである。政策形成機能を充実 させることは,議 会
の立法機関性の確立 につながるとともに,議 会が長に対するカウンターバ
ランスを向上させる要因になると思う。本稿では政策形成機能の充実の取
組を紹介 して きたが,こ れが地方議会全般 に波及するためには課題 も多い。
法的課題以外で大 きな課題 としては,政 策形成に対する議員の消極的意識
を挙げなければならないだろう。まず,「議会は監視機関であるべ きで政
策形成までする必要はない」 との意識を持つ議員は少な くない。確かに,
執行機関を監視する機能は疎かにはで きない し,議会は監視機能に徹する
べ きとの論調 もあろう。 しかし,監視機能 と政策形成機能が両立 しないこ
とはないのであって,時 間的に難 しいのであれば議会活動を恒常化 して両
立させてい くしかないであろう。また,議 員のなかには,議 会の議論は多
様であるべ きなのに,政 策形成 という活動は最終的には一つの結論 を導 く
ものであるとして,政 策形成を活発化させる動 きに抵抗する意識 もあると
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いわれる。いずれにしろ,今後政策形成機能を充実 されるためには,政 策
形成に関する議員の意識改革が必要になることは間違いないであろう。
〈付記〉
寺田友子先生は,私の修了 した大学院の先輩であり当時からお世話になっ
ていたが,そ の後 も学問的刺激 をいただくことになり,関西の行政法の研
究会への参加を促 していただいた。大変お世話になった寺田先生がこの度
ご退職 されるとい うことで,時 間の経過の早さを実感 している。これまで
に頂戴 した学恩に少 しでも報いるために,本稿 を献呈 させていただ くこと
にした。
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